
仮称桜井分署の完成イメージ

　６月定例会に上程された議案のう
ち、市長提出議案２８件と請願２件が
部門別の常任委員会に付託され審査を
行いました。
※質疑のあった議案について主な質疑
と答弁を掲載しています。ＱＲコード
を読み取ると、委員会の録画映像をご
覧いただけます。

常任委員会
（部門別）の審査

総　務

民　生

刑事訴訟法の再審規定の速やかな改正を求め
る意見書提出を求める件
　本請願は、紹介議員ならびに参考人として
請願者のうち３名の出席を求め審査を行いま
した。質疑・討論の後、採決の結果、全員一
致により採択と決しました。
※なお、６月１９日の本会議においても、全
員一致により採択と決しました。
問　再審制度の乱用に対する防止策は。
答（参考人）　再審は、再審請求審後に行わ
れるため、要件を吟味し、使いやすく乱用さ
れにくい制度にするしかないと考える。
問　法制審議会と議員連盟の両面で動きがあ
る中で、法制審議会の答申を待つ場合の不利
益は。また、越谷市議会から意見書を提出す
る意義は。
答（参考人）　法制審議会の場合、長期化す
ることが考えられるため基本は議員立法で、
不足部分は法制審議会で個別の法案を作るこ
とがよいのではないかと考える。また、再審
法改正の必要性を、市民や国民に周知するた
めにも、越谷市議会から意見書を提出するこ
とは大きな力になると考えている。
問　検察の抗告禁止を制度化する場合、代替
的な審査や仕組みなど公平性の担保の方法は。
答（参考人）　袴田事件では、検察側は再審
開始決定後にも再審を認めない主張をした。
誤った再審を危惧するならば、正式な再審裁
判の中で異議を主張するべきであると考える。
問　検察が所有する全証拠の開示を制度化す
ることについて、機密性の高い証拠や捜査手
法の情報など開示を求める範囲の考え方は。
答（参考人）　現在の裁判制度では、弁護側
の要求に対し、裁判官の判断で検察が証拠を
開示している。立証に必要な証拠を全面開示
するルールを検察庁は心得ており、実績もあ
るため、再審でも可能と考えている。
▶賛成討論　再審は、えん罪となった人の名
誉と自由を回復する極めて重要な制度である
が、実効性のある手続きが整備されておら
ず、再審格差が指摘されている。また、検察
側に証拠全面開示の義務および抗告の制限が
ないため、再審開始まで長期化し、現在、法
制審議会および議員連盟の両面で動きがあ
り、国会前ではえん罪被害者の家族なども訴
えている状況下で、狭山事件の地である埼玉
県内の自治体から意見書を提出することは大
きな意義があると考え、本請願に賛成する。
▷　昨年１０月、袴田巌さんは、新たに開示

された証拠により再審が開始し、無罪が確定
した。えん罪は、国家による重大な人権侵害
である。再審請求から開始まで長期化してい
る要因は、証拠開示のルールがないこと、捜
査当局の不利な証拠を開示しないこと、開示
の判断は裁判官に左右され、検察は拒否でき
ることである。再審開始決定に対する検察の
不服申し立てが、最高裁まで争えることも長
期化の要因となっている。再審規定の速やか
な整備が必要と考え、本請願に賛成する。
越谷市職員の育児休業等に関する条例の一部
を改正する条例制定について
問　対象となる職員の見込み数および活用例
は。また、男性職員の育児参加の現状は。さ
らに、各種制度の利用を促進する環境づくり
は。
答　令和４年度から令和６年度までの実績は
平均で１２０名程度であるが、今後は、家庭
の事情で一時的な活用が想定される。男性職
員の育児休業の取得率は５２．１％であり、
取り組みは進んでいると考える。また、日頃
の業務の見直しや、職場の適切なマネジメン
トに加え、管理職員に対する研修の実施や、
職員には育児介護のハンドブックを配付して
いる。
越谷市税条例の一部を改正する条例制定につ
いて
問　特定親族特別控除の創設に伴う対象人数
および影響額と市民への周知方法は。
答　対象人数は約８６０人、影響額は約１６
００万円の減収と見込んでいる。また、市の
ホームページ、広報こしがやへの掲載や、各
種納税通知書に案内を同封するほか、市税ガ
イドにも掲載し、市民へ周知を行う。
仮称越谷市消防署桜井分署建設工事（建築・
電気設備・機械設備）請負契約の締結につい
て（計３議案）
※３議案一括質疑
問　仮称越谷市消防署桜井分署建設工事の請
負契約において、それぞれの落札率および落
札率に対する評価は。
答　建築の落札率は９８.４１％で予定価格
以下であり、令和６年度の平均落札率と大き
な差はなく、適正に執行されたと捉えている。
電気設備の落札率は８６．０２％で調査基準
価格以下だが、調査の結果、現場が仮称共同
消防指令センターの隣接地であり効率的かつ
材料の一括購入が可能であるため、施工がで
きると判断した。機械設備の落札率は９９．
５０％であったが、予定価格以下での入札の
ため、適正な金額であったと捉えている。

財産の取得について（避難所用器具）
問　ベッドの市の想定備蓄数は。また、電動
ポンプ内蔵エアーベッドを選定した理由は。
さらに、納入後の空気漏れ等の検査は。
答　備蓄数は４８２０台を想定する。エアー
ベッドは、すでに５６０台あり、段ボール
ベッドを含めると、１５００台を超える。ま
た、今回、避難所での生活環境や、寝心地を
考慮し選定した。これまで訓練では問題な
かったが、今後も検品等をしっかり行ってい
く。

「安全・安心の医療・介護の実現のため人員
増と処遇改善を求める」意見書を国に提出す
ることを求める件
　本請願は、紹介議員ならびに参考人１名の
出席を求め審査を行いました。質疑・討論の
後、採決の結果、賛成多数により採択と決し
ました。
※なお、６月１９日の本会議においても、賛
成多数により採択と決しました。
問　国から有効な対策が講じられなかった場
合に想定される事態は。また、人員不足や処
遇改善についての考えは。
答（参考人）　看護師や医師不足で患者を受
け入れきれず、医療機能を縮小せざるを得な
い。人員不足については、有資格者や定年を
過ぎた人が働ける環境の整備が必要である。
処遇改善については、生活が成り立つ賃金水
準と処遇を確保することが必要と考える。
問　保健所を増設する場合の影響は。また、
医療・介護現場から処遇改善についての声
は。
答（執行部）　保健所を増設する場合には、
専門職の採用や育成、施設整備に係る財政面
の影響等が考えられる。処遇改善に係る現場
からの声としては、市立病院が夜間の看護補
助者の派遣を受けていることについて、看護
部から助かっていると聞いている。また、介
護保険運営協議会等の中で、処遇改善につい
て考えてほしいとの意見があった。
▶賛成討論　今後の災害や新たな感染症に備
えるため、公的医療機関や保健所の体制強化
は必要不可欠である。また、処遇改善はジェ
ンダー平等や女性活躍支援の観点からも極め
て重要であり、自治体単独では対応しきれな
い課題を国の責任で支えるよう求めるべきと
考え、本請願に賛成する。
▷　医療現場では病院の経営悪化が進み、救
急医療の廃止等の事態が広がっているほか、
医療従事者の大量離職が起こっている。介護
現場では人手不足と経営悪化による事業所の
撤退、廃業、倒産が続出している。こうした
ことから、医療・介護の人員増と処遇改善を
進めることが必要と考え、本請願に賛成する。
越谷市障害者就労訓練施設設置及び管理条例
の一部を改正する条例制定について
問　条例改正の背景と具体的な対象者および
人数は。また、サービス導入により期待され
る効果と事業所の確保は。
答　就労選択支援は、障がいのある方本人
が、適性に合わない就労等の課題を解決し、
進路を決めるための支援を行うもので、対象
者は、特別支援学校高等部の卒業生徒など、
年間３０名程度を見込んでいる。期待される
効果として、よりよい進路を選択できるほ
か、就労先も受け入れがしやすい。サービス
実施にあたっては、市内の事業所や特別支援
学校への周知、事業に関する研修を実施する
など、事業所の確保に努めていきたい。
防犯カメラ設置工事請負契約の締結について
問　防犯カメラの設置箇所は。また、市民の
プライバシー保護や運用開始の時期は。
答　市内の全小中学校への設置希望調査、越
谷警察署へのヒアリング、各自治会からの要
望などを踏まえ、３００地点を決定した。プ
ライバシー保護については、個人宅の玄関な
どが映り込まないよう画角の調整やマスキン
グ処理を行う。稼働については、調整を終え
たものから、順次運用を始めていきたい。

❹　　　　　こしがや市議会だより　令和7年（2025年）８月1日


